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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第33期

第１四半期連結
累計期間

第34期
第１四半期連結
累計期間

第33期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （千円） 3,007,706 3,361,519 14,811,078

経常利益又は経常損失（△） （千円） △346,647 167,358 1,537,231

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） △152,024 93,048 982,403

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △151,351 92,153 980,562

純資産額 （千円） 6,236,882 7,382,109 7,368,628

総資産額 （千円） 12,240,022 12,595,384 12,788,493

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） △38.64 23.65 249.73

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 51.0 58.6 57.6

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２．第34期第１四半期連結累計期間、第33期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載していません。第33期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため

記載していません。

３．売上高には、消費税等は含まれていません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　　　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　　　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　 該当事項はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものです。

（1）業績の状況

  当第１四半期連結累計期間の当社グループ連結売上高は、3,361,519千円（前年同期比11.8％増）となりまし

た。

　本年度は通信販売、店舗販売及び流通事業の主要地域エリアでの広告戦略の最適化を行い、販売促進イベントと

の相乗効果を図りました。その結果、新規客が順調に増加いたしました。品目別売上の基礎化粧品は2,394,190千

円（同18.5％増）、メイクアップ化粧品は255,593千円（同24.6％増）、トイレタリーは114,091千円（同12.9％

減）、栄養補助食品・雑貨等は593,955千円（同6.0％減）となりました。また、化粧品その他の3,188千円（同

83.0％減）は、前年度に「夏の福袋」の販売を試験的に行ったため売上の上乗せが大きかったことによります。本

年度から従来の販売に戻しています。

　販売ルート別売上では、通信販売が1,671,485千円（同1.9％増）、百貨店向卸売は491,609千円（同28.5％

増）、その他卸売991,928千円（同27.5％増）、直営店205,996千円（同0.0％減）となりました。

　売上原価は、818,338千円（同10.0％増）となりました。販売費及び一般管理費は、広告宣伝・販売促進費が

1,029,559千円（同19.4％減）、その他経費が1,334,060千円（同1.0％増）、合計で2,363,620千円（同9.1％減）

となりました。

　これらの結果、営業利益は179,560千円、経常利益は167,358千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は93,048

千円となっております。

　　（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　  当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（3）研究開発活動

　　　　 当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、50,127千円です。

　　　　 なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　 （4）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　　 当社グループの売上高は化粧品等に関連する売上です。化粧品業界全体では、個人消費の伸び悩みなどから

マーケットが拡大しない状況が続く中で、消費者ニーズの多様化、価格の二極化、新規参入企業の増加などによ

り、企業間の厳しい競争が続いています。

　　 この様な経営環境のもと、当社グループが安定的に成長するには、新規顧客を効率的に増やしていくこと及び

研究開発に力を入れ多様化した消費者ニーズに対応し顧客満足度の高い、製品・サービスを提供していくこと

が、重要と考えています。

　 （5）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　　　　 ①資金の状況

　        当第１四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は3,665,947千円となり、前連結会計年度末に比

べ、163,905千円減少しました。

　　　　 ②財政状態の分析

 　 （資産）

　　　 流動資産は、前連結会計年度末に比較して190,448千円減少し、7,752,705千円となりました。これは主と

して、受取手形及び売掛金が減少したことによるものです。

　    固定資産は、前連結会計年度末に比較して2,661千円減少し、4,842,678千円となりました。これは主とし

て、固定資産の減価償却により減少したことによるものです。

    （負債）

    　流動負債は、前連結会計年度末に比較して346,751千円減少し、3,547,620千円となりました。これは主と

して、未払法人税等を支払ったため減少したことによるものです。
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    　固定負債は、前連結会計年度末に比較して140,162千円増加し、1,665,654千円となりました。これは主と

して、長期借入金の借入により増加したことによるものです。

    （純資産）

　    純資産は、前連結会計年度末に比較して13,480千円増加し、7,382,109千円となりました。これは主とし

て、利益剰余金が増加したことによるものです。

　　（6）経営者の問題認識と今後の方針について

　 　　　当社の経営理念である「無添加主義®」のもと、安全、安心な商品作りを徹底し、独創的な技術により高機能、

高品質で価格競争力の強い商品を開発し、中長期的に安定した成長を実現いたします。生命科学研究所を中心

に、大学や各種研究機関との共同研究、物質、素材、原料等の専門的研究により新しい技術や素材を開発し、化

粧品、食品などへの応用により高機能商品を開発してまいります。

　　　　 ハーバー株式会社のノースジェニシス工場において、サプリメント及びキャンディ等の本格生産を行い、ハー

バー株式会社の成田工場においては、小ロット多品種対応のＯＥＭ受託を担うなど、中長期的な製造強化の拡大

を図っております。

        マーケティングにおいては、原点に回帰し、基礎化粧品などハーバーの基盤となる商品の販売強化を行ってま

いりましたが、今後は、新たに基礎化粧品をご利用いただいたお客さまにベースメイク、健康食品の販売を強化

しＬＴＶ（顧客生涯価値）の最大化を図ります。また、直営店舗を中心とした地域エリア深耕を実施すること

で、通信販売、店舗販売及び流通事業の各販売チャネルの相乗効果と販売促進コストの最適化を行います。

　　　  メディアや企業等とのタイアップによる美容講座の積極的な実施も重点地域エリアとの相乗効果を見据えて実

施することで、新規顧客の獲得、顧客の固定化及び積極的な拡販に努めます。

　　　  また、全国のコールセンターを更に統廃合させ、通信販売受注体制の効率化を行ってまいります。

　  物流面では、主要な東西２拠点体制の整備により配送業務効率化を進めます。生産、物流拠点では引続き周辺

環境の美化、整備を進めてまいります。

　  卸売事業においては、地域エリア深耕と連動した販売チャネルの統廃合を行うことで、売上の拡大とハーバー

ブランドの認知度向上とともに、株式会社ＨプラスＢライフサイエンスによる新規食品商材と男の美学株式会社

による男性用化粧品の販路獲得、流通チャネルへの導入促進を積極的に進めてまいります。また、当社グループ

の商品開発力と製造技術力を戦略的に活用し、化粧品や食品の共同開発商品、ＰＢ商品やＯＥＭ事業の攻勢を強

めてまいります。

　  海外事業においては、アジア市場への深耕を進めるとともに、新たな地域、市場の開拓を推進してまいりま

す。

　  長期的かつ安定的な成長のためには、連結子会社と一体化した人材育成が重要な課題であり、教育研修と人材

交流を含めた的確な人員配置を徹底し、将来を担う人材の育成強化に力を入れてまいります。

　  コンプライアンス面では、内部統制をより一層充実させ、社会やステークホルダーの皆様から信頼を得られる

企業を目指します。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 10,000,000

計 10,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,935,000 3,935,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数 100株

計 3,935,000 3,935,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
－ 3,935,000 － 696,450 － 812,570

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　         当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてい

ます。

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,932,900 39,329 －

単元未満株式 普通株式 800 － －

発行済株式総数  3,935,000 － －

総株主の議決権 － 39,329 －

 

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱ハーバー研究所
東京都千代田区神田

須田町１丁目24番地
1,300 － 1,300 0.03

計 － 1,300 － 1,300 0.03

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ハーバー研究所(E01063)

四半期報告書

 6/15



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しています。

 

２．監査証明について

　 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から

平成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズによる四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,829,852 3,665,947

受取手形及び売掛金 1,967,582 1,536,568

商品及び製品 1,239,668 1,397,378

仕掛品 49,581 49,869

原材料及び貯蔵品 601,213 799,745

繰延税金資産 195,664 180,576

その他 74,880 134,083

貸倒引当金 △15,289 △11,463

流動資産合計 7,943,153 7,752,705

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,760,464 3,769,438

減価償却累計額 △1,700,638 △1,740,054

建物及び構築物（純額） 2,059,826 2,029,383

機械装置及び運搬具 1,439,440 1,479,227

減価償却累計額 △933,223 △958,977

機械装置及び運搬具（純額） 506,216 520,249

工具、器具及び備品 875,979 880,436

減価償却累計額 △679,114 △691,960

工具、器具及び備品（純額） 196,865 188,476

土地 1,492,100 1,492,100

建設仮勘定 16,659 16,362

有形固定資産合計 4,271,667 4,246,572

無形固定資産   

のれん 23,443 －

その他 308,841 353,559

無形固定資産合計 332,284 353,559

投資その他の資産   

投資有価証券 5,252 4,776

繰延税金資産 15,138 15,535

差入保証金 202,935 203,035

その他 18,060 19,198

投資その他の資産合計 241,387 242,546

固定資産合計 4,845,339 4,842,678

資産合計 12,788,493 12,595,384
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 401,001 575,033

短期借入金 1,050,000 850,000

1年内返済予定の長期借入金 798,565 843,198

未払金 697,832 802,638

未払法人税等 398,740 65,269

ポイント引当金 321,642 251,965

その他 226,590 159,515

流動負債合計 3,894,372 3,547,620

固定負債   

長期借入金 1,450,840 1,591,864

繰延税金負債 40,822 39,894

その他 33,829 33,896

固定負債合計 1,525,492 1,665,654

負債合計 5,419,864 5,213,275

純資産の部   

株主資本   

資本金 696,450 696,450

資本剰余金 812,570 812,570

利益剰余金 5,856,101 5,870,476

自己株式 △1,302 △1,302

株主資本合計 7,363,819 7,378,194

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 382 51

為替換算調整勘定 4,427 3,863

その他の包括利益累計額合計 4,809 3,915

純資産合計 7,368,628 7,382,109

負債純資産合計 12,788,493 12,595,384
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 3,007,706 3,361,519

売上原価 744,222 818,338

売上総利益 2,263,484 2,543,181

販売費及び一般管理費 2,599,518 2,363,620

営業利益又は営業損失（△） △336,034 179,560

営業外収益   

受取利息 9 5

受取配当金 79 70

受取賃貸料 612 579

助成金収入 454 －

為替差益 － 474

その他 1,117 1,215

営業外収益合計 2,273 2,345

営業外費用   

支払利息 11,591 7,534

その他 1,295 7,013

営業外費用合計 12,886 14,548

経常利益又は経常損失（△） △346,647 167,358

特別利益   

固定資産売却益 170,729 －

特別利益合計 170,729 －

特別損失   

固定資産除却損 12,495 79

特別損失合計 12,495 79

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△188,413 167,278

法人税、住民税及び事業税 42,995 60,321

法人税等調整額 △79,384 13,909

法人税等合計 △36,388 74,230

四半期純利益又は四半期純損失（△） △152,024 93,048

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△152,024 93,048
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △152,024 93,048

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 676 △330

為替換算調整勘定 △3 △563

その他の包括利益合計 673 △894

四半期包括利益 △151,351 92,153

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △151,351 92,153

非支配株主に係る四半期包括利益 － －

 

EDINET提出書類

株式会社ハーバー研究所(E01063)

四半期報告書

11/15



【注記事項】

（会計方針の変更）

　（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しています。

 　なお、当該会計方針の変更による当第１四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表に与える影響額は軽微であ

ります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　　 　（税金費用の計算）

　 　  一部の連結子会社においては、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する

税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算してい

ます。

 

（追加情報）

　　　　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　　　　　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第

１四半期連結会計期間から適用しています。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　　　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次の

とおりです。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

減価償却費 94,231千円 96,889千円

のれんの償却額 47,295 23,443

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年６月30日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月18日

取締役会
普通株式 78,674千円 20円 平成27年３月31日 平成27年６月８日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月17日

取締役会
普通株式 78,673千円 20円 平成28年３月31日 平成28年６月６日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成28年４月１日　至平成28年６月30日）

　当社グループは、化粧品事業の単一セグメントであるため、記載を省略しています。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
△38円64銭 23円65銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親

会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）

△152,024 93,048

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（千円）

△152,024 93,048

普通株式の期中平均株式数（株） 3,933,719 3,933,679

　（注）　当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載していません。前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載していません。

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　　　　平成28年５月17日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議しました。

　　　　① 配当金の総額……………………………………78,673千円

　　　　② １株当たりの金額………………………………20円00銭

　　　　③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成28年６月６日

　　　　（注）　平成28年３月31日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年８月15日

株式会社ハーバー研究所

取締役会　御中

 

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 坂本　裕子

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 加賀美　弘明

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハー

バー研究所の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日

から平成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ハーバー研究所及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。
 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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